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議案第４号 

 

平成 29 年度 住田町下水道事業特別会計予算 

 

  平成 29 年度住田町の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 86,541千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法(昭和 22 年法律第 67号)第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法(昭和 22 年法律第 67号)第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方

法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、10,000 千円と定める。 

 

 

      平成 29 年３月２日提出 

 

 

                                                            岩手県住田町長 多 田 欣 一 



第 １ 表　 歳 入 歳 出 予 算
  歳　入

800

800

32,574

32,532

42

1

1

42,963

37,952

5,011

1

1

2

1

1

10,200

10,200

86,541

分 担 金

使 用 料

手 数 料

財 産 運 用 収 入

他 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

繰 越 金

延 滞 金 ・ 加 算 金 及 び 過 料

雑 入

町 債

　合　　　　　　計

1

2

3

4

5

6

7

1

1

2

1

1

2

1

1

2

1

金額款 項

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

歳　　　　　　入　　　

（単位:千円）
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  歳　出

44,083

44,083

42,458

42,458

86,541

下 水 道 費

公 債 費

　合　　　　　　計

1

2

1

1

金額款 項

下 水 道 費

公 債 費

歳　　　　　　出　　　

（単位:千円）
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企業会計システム導入委託料 2,800千円

法適用推進事業 10,200
証書借入
又　  は
証券発行

5.0％以内(ただし、利率見直
し方式で借り入れる資金につ
いて、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後
の利率)

　政府資金については、その融資条件により、
銀行その他の場合にはその債権者と協定 する
ものによる。ただし、町財政等の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借換えすることができる。

第　２　表　　債 務 負 担 行 為

事　　　　　　　項 期　　間 限　　　　　度　　　　　額

平成30年度から
平成30年度まで

第　３　表　　地　　　方　　　債

(単位：千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法



 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(下 水 道 事 業 特 別 会 計) 
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２　歳　　　入
１款  分担金及び負担金   １項  分担金

目 本  年  度 前  年  度 比      較
節

区　          分 金　       額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 下水道受益者分 800 1,062 △262  1. 現年度分 300 現年度分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 300

担金  2. 滞納繰越分 500 滞納繰越分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 500

計 800 1,062 △262

２款  使用料及び手数料   １項  使用料

1. 下水道使用料 32,532 31,885 647  1. 現年度分 32,432 現年度分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32,432

 2. 滞納繰越分 100 滞納繰越分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100

計 32,532 31,885 647

２款  使用料及び手数料   ２項  手数料

1. 総務手数料 42 42 0  1. 総務手数料 40 指定申請手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40

 2. 督促手数料 2 督促手数料（現年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　 1

督促手数料（滞納繰越分）　　　　　　　　　　　　　　　 1

計 42 42 0

３款  財産収入   １項  財産運用収入

1. 利子及び配当金 1 2 △1  1. 基金利子 1 下水道事業減債基金利子

計 1 2 △1

４款  繰入金   １項  他会計繰入金

1. 一般会計繰入金 37,952 43,958 △6,006  1. 一般会計繰入金 37,952 一般会計繰入金（繰出基準）　　　　　　　　　　　　32,713

一般会計繰入金（繰出基準外）　　　　　　　　　　　 5,239

計 37,952 43,958 △6,006

４款  繰入金   ２項  基金繰入金

1. 基金繰入金 5,011 120 4,891  1. 基金繰入金 5,011 下水道事業減債基金繰入金　　　　　　　　　　　　　 5,011

計 5,011 120 4,891

５款  繰越金   １項  繰越金

1. 繰越金 1 1 0  1. 繰越金 1 繰越金
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計 1 1 0

６款  諸収入   １項  延滞金・加算金及び過料

1. 延滞金 1 1 0  1. 延滞金 1 延滞金

計 1 1 0

６款  諸収入   ２項  雑入

1. 雑入 1 1 0  1. 雑入 1 雑入

計 1 1 0

７款  町債   １項  町債

1. 下水道事業債 10,200 11,500 △1,300  1. 下水道事業債 10,200 法適用推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,200

計 10,200 11,500 △1,300
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３　歳　　　出
１款  下水道費   １項  下水道費

目 本年度 前年度 比  較

本年度の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 維持管理費 44,083 46,572 △2,489 10,200 5,242 28,641 2. 給料 3,395 職員給料　　　　　　　　　　　　　　 3,395

 3. 職員手当等 2,930 扶養手当　　　　　　　　　　　　　　　 192

住居手当　　　　　　　　　　　　　　　 257

時間外勤務手当　　　　　　　　　　　　 153

休日勤務手当　　　　　　　　　　　　　　17

児童手当　　　　　　　　　　　　　　　 240

期末手当　　　　　　　　　　　　　　　 814

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　　 533

寒冷地手当　　　　　　　　　　　　　　　89

退職手当負担金　　　　　　　　　　　　 635

 4. 共済費 1,051 職員共済組合負担金　　　　　　　　　 1,040

災害補償基金負担金　　　　　　　　　　　11

 9. 旅費 66 研修旅費　　　　　　　　　　　　　　　　66

 11.需用費 7,845 消耗品費　　　　　　　　　　　　　　 1,300

燃料費　　　　　　　　　　　　　　　　　33

電気料　　　　　　　　　　　　　　　 3,816

印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　26

水道料　　　　　　　　　　　　　　　　 120

修繕料　　　　　　　　　　　　　　　 2,500

参考書代　　　　　　　　　　　　　　　　50

 12.役務費 304 回線使用料　　　　　　　　　　　　　　 140

建物災害共済分担金　　　　　　　　　　　56

口座振替手数料　　　　　　　　　　　　　71

放射性物質検査手数料　　　　　　　　　　37

 13.委託料 22,291 電算システム導入委託料

企業会計システム導入委託料

消防用設備保守点検委託料

自家用電気工作物保安委託料

維持管理委託料
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脱水汚泥処理委託料

脱水汚泥運搬委託料

汚泥溶出試験委託料

一般廃棄物処理委託料

固定資産調査評価等移行業務委託料

企業会計移行総合支援個別研修業務委託料

 14.使用料及び 1,069 上下水道料金システム使用料　　　　　　 386

賃借料 土地借上料　　　　　　　　　　　　　　 683

 15.工事請負費 4,050 マンホールポンプ通報装置無線デジタル化工事

費

 16.原材料費 200 工事用原材料費　　　　　　　　　　　　 200

 19.負担金、補助 116 全国町村下水道推進協議会負担金　　　　　15

及び交付金 日本下水道協会負担金　　　　　　　　　　48

岩手県下水道協会負担金　　　　　　　　　22

研修会等出席負担金　　　　　　　　　　　 6

電波利用料　　　　　　　　　　　　　　　 6

岩手県市町村職員健康福利機構負担金　　　19

 25.積立金 1 下水道事業減債基金利子積立金

 27.公課費 765 消費税　　　　　　　　　　　　　　　　 765

計 44,083 46,572 △2,489 10,200 5,242 28,641

２款  公債費   １項  公債費

1. 元金 33,296 32,371 925 31,553 1,743 23.償還金、利子 33,296 過疎対策事業債　　　　　　　　　　　 1,851

及び割引料 下水道事業債　　　　　　　　　　　　31,445

2. 利子 9,162 9,629 △467 6,971 2,191 23.償還金、利子 9,162 過疎対策事業債　　　　　　　　　　　　　64

及び割引料 下水道事業債　　　　　　　　　　　　 9,048

一時借入金利子　　　　　　　　　　　　　50

計 42,458 42,000 458 38,524 3,934
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報　　　　酬 給　　　　料 職員手当 計

本 年 度
3,395 2,690 6,085 1,051 7,136

前 年 度
3,335 2,560 5,895 1,124 7,019

比 較
60 130 190 △ 73 117

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 休 日 勤 務 手 当 日 直 手 当 管 理 職 手 当

本 年 度
192 257 153 17

前 年 度
156 257 151 17

比 較
36 2

区 分 管理職員特別勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒 冷 地 手 当 単 身 赴 任 手 当 退職手当負担金 そ の 他

本 年 度
814 533 89 635

前 年 度
793 473 89 624

比 較
21 60 11

給　　与　　費　　明　　細　　書　　（　　下水道事業特別会計　　）

合　　　計

（単位：千円）

備　　　　考

1

共　済　費

（１）　総　括

一　般　職

区 分
給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費職員数

（人）

職 員 手 当 の

職 員 手 当 の

1

内 訳

内 訳



区　　分

ウ　級別職員数

級

1

2

3

4

5

6

計

1

2

3

4

5

6

計

100.0

100.0

1

100.0

100.0

1

1

1

扶養手当額の改正による増減分

47

60

そ の 他 の 増 減 分

83
勤勉手当支給率の改正による増減分

構成比（％）

行　　　政　　　職

その他の増減分

その他の増減分

平 均 年 齢

　ア　職員１人当たり給与

36.3

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

86

職 員 手 当

増　減　額

そ の 他 の 増 減 分

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

（単位：千円）

説　　　　　　　　明

昇 給 に 伴 う 増 加 分

行政（１）

（３）　給料及び職員手当の状況

制度改正に伴う増減分

275,700

平 均 給 料 月 額

区　　　　　　　　　　分

２９年１月１日現在

２８年１月１日現在 314,929

37.3

269,200

備　　　　考

△ 36

給 料

増　減　事　由　別　内　訳

△ 36

給与改定に伴う増減分 10
給料表の改定による増減分

平成29年4月1日昇給等

10

86

高　　校　　卒

大　　学　　卒

２８年１月１日現在

職員数（人）

平 均 給 与 月 額

130

　イ　初任給

区　　　　　分

36

47

47

169,100

147,400

179,800

区　　分

２９年１月１日現在

行　　政　　職

平 均 給 料 月 額

147,400

329,798

行　政　職
国 の 制 度
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エ　期末手当・勤勉手当

オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

カ　その他手当

有

最高限度

有

2.075 2.225

2.000

備　　　考

有

4.300

4.300

１２月　（月分）
支給率計（月分）

その他の加算措置等

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

３５年勤続の者

（月分）　

備　　　考

4.150前 年 度

国 の 制 度

区　　　分

本 年 度

支 給 期 別 支 給 率

2.150

６月　（月分）

2.2252.075

49.59

34.58

２５年勤続の者

住　　居　　手　　当

扶　　養　　手　　当

（支給率等）

区　　　　　　　　分

（月分）　

支 給 率 等

通　　勤　　手　　当 異

25.556

（月分）　

国　　の　　制　　度　　と　　の　　異　　同

同

国 の 制 度

49.59 49.59

25.556 34.58

同

（月分）　

区　　　分
２０年勤続の者

49.59

差　　異　　の　　内　　容

定年前早期退職
特例措置（２～４５％加算）

定年前早期退職
特例措置（２～４５％加算）

国

住田町

５５，０００円

２３，６１０円
　交通機関利用の最高限度額



　　　　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における
　　　　現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

当該年度中
元金償還見込額

510,101 489,232 10,200 33,296 466,136

510,101 489,232 10,200 33,296 466,136計

前々年度末現在高区　　　　分
当該年度中起債見込額 現在高見込額

当該年度末当該年度中増減見込
　前年度末現在高見込額　

下 水 道 事 業 債

-  143  -



 


	結合後\
	04下水_070総括（歳入歳出）.jpg


